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研究成果の概要（和文）：本研究の特徴は地方の視点に着目したエネルギー環境教育の展開である。従来型・再
生可能・原子力の3つのエネルギー源に関わる教育内容（学校教育・社会教育等）について整理をした上で、地
方都市におけるエネルギー環境教育の実践例あるいはエネルギー環境教育の題材を調査・整理することができ
た。その結果、地方におけるエネルギー環境教育の研究実践活動には、地域の視点だけではなく、地方の日常生
活に近い題材を組み合わせることがより効果的であり、エネルギー源および「見えないエネルギー」の可視化の
一助となることを指摘した。そして、その嚆矢として教育プログラム（教材）の開発が必要であることを提起し
た。

研究成果の概要（英文）：The distinctive feature of this study is the development of energy 
environmental education from a regional perspective. After organizing the educational content 
(school education, social education, etc.) that touches on three energy sources (conventional, 
renewable, and nuclear), we were able to survey and organize examples of energy environmental 
education practices or subjects of energy environmental education in local cities. As a result, it 
was pointed out that the combination of subjects close to daily life in rural areas, as well as 
local perspectives, is more effective for research and practical activities of energy and 
environmental education in rural areas, and helps to visualize energy sources and "invisible
energy". As a starting point, this research result suggested that educational programs (teaching 
materials) need to be developed.

研究分野：環境教育・エネルギー教育・ESD・観光まちづくり

キーワード： 環境教育　エネルギー教育　持続可能な開発のための教育（ESD）　地方創生　地域資源　SDGs　教育プ
ログラム　地方

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では従来型・再生可能・原子力の3つのエネルギー源について触れている従来型のエネルギー環境教育
が、主として都市部（特に首都圏）の視点からのものであることを明らかにした。その上で、地方の視点からエ
ネルギー環境教育をESDの文脈からの再考を進め、地域資源を活用した教育プログラムの開発が必要であること
を提起するに至ったことは、本研究領域に新しい知見を提供することができた。また、エネルギー環境教育の視
点を都市部から地方に移行させる教育プログラム展開の試みとして、補助事業期間内に群馬県を事例として進め
ることができた。これは先行研究の一例として位置づけることができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 2005年に「国連持続可能な開発のための教育の 10年（DESD）」が始まり、我が国において
も持続可能な開発のための教育（ESD）に対する取り組みがより一層行われてきた。そのような
中、2011年 3月 11日に東日本大震災・福島第一原子力発電所事故が発生し、特に原発問題に関
わる教育や被災地復興活動について、日本環境教育学会や日本社会教育学会などがさまざまな
プロジェクト研究を継続的に行ってきており、エネルギー環境教育の領域の重要性が問われる
ことになった。その中で ESDを構成するひとつの柱として新たにエネルギー教育が挙げられる
ことに至ったが、震災・原発事故直後から進められた研究・実践活動の多く（特に放射線教育関
連）はどちらかというと対処的に行われたものが多い状況にあった。研究開始当初には「持続可
能な社会」の構築を俯瞰した ESDの中でのエネルギー教育という位置づけの研究・実践は報告
が限られている状況にあった。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では、特に東日本大震災以降に見直しが進められてきているエネルギー環境教育につ
いて、3つのエネルギー源（従来型・再生可能・原子力）が、学校教育・社会教育・家庭教育の
中でどのように扱われてきているかを明らかにしていく。そして、ESD の枠組みの中での新し
い位置づけを確立していくことを目的としている。 
 そして、東日本大震災・福島第一原子力発電所事故によって生まれたエネルギー・環境問題 
をめぐる新たな状況に対応し、我が国におけるエネルギー環境教育の在り方を見直し、直近の課 
題として学校教育・社会教育において活用することができる総合的なエネルギー教育に関する
ガイドライン・具体的な教材の作成を目指すものである。 
 
 
３．研究の方法 
 
 従来型・再生可能・原子力の 3つのエネルギー源について、学校教育・社会教育・家庭教育の
中でどのようにエネルギー環境教育が行われているのかを明らかにしていく。特に従来の都市
部中心の視点で行われてきたエネルギー環境教育の研究・実践だけではなく、地方都市における
研究・実践について現地でのフィールドワークを通じて基礎的研究の蓄積を進めていく。その際、
従来から行われてきた省エネルギー教育・気候変動教育の視点に加え、防災教育という新たな視
点を含めた ESD の枠組みでどのように捉えられているのか、また捉えるべきなのかということ
を注視していく。これらを並行的・総合的に行っていくことにより、新しいエネルギー環境教育
の将来像について検討していく。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究の特徴は地方（地方都市）の視点に着目したエネルギー環境教育の展開である。従来型・
再生可能・原子力の 3つのエネルギー源について触れている教育内容（学校教育・社会教育等）
について整理をした上で、地方都市におけるエネルギー環境教育の実践例あるいはエネルギー
環境教育の題材を調査・整理することができた。例えば、山間部にある小水力発電の現状調査や、
離島におけるエネルギー問題の現状調査のほか、エネルギー環境教育として実施されている各
種イベント（見学会を含む）、東日本大震災の被災地における原子力エネルギーおよび再生可能
エネルギーの両方の視点を含めたエネルギー環境教育などを整理した。その結果、地方における
エネルギー環境教育の研究実践活動には、地域の視点だけではなく、地方の日常生活に近い題材
を組み合わせることがより効果的であることを明らかにした。 
 現在各地で実施されているエネルギー環境教育のプログラムの内容および種類が限られてい
ることが明らかになり、「地方と ESD の視点を強調した新しいエネルギー環境教育のプログラム」
の必要性について議論を進めた。その結果、地域の特産品をテーマとした地産地消に着目した、
地方と ESD の視点を強調したエネルギー環境教育の教育プログラムを検討することになった。
このプロトタイプとして 2017 年度に群馬県の特産品である桑茶をテーマとしたオリジナルレシ
ピコンテスト「桑わんグランプリ in 群馬」を開催した。これは高校生・大学生を主対象とした
ものであり、エネルギー消費の側面から地産地消について体験的に学ぶだけではなく、調理過程
での CO2 排出量や食材の使い切りなどの環境配慮行動を通じたエネルギー環境教育の実践を目
的としたものである。このオリジナルレシピコンテストは 2017 年度をプロトタイプとして、改
良した形式のものを 2018 年と 2019 年の 2回実施し、教材化の試みについて一定の成果を得た。 



 「地方と ESD の視点」をエネルギー環境教育にどのように組み込むことができるのかについて
研究をさらに進めたが、これまでの研究から得た成果や課題について情報収集・意見交換をする
べき国内外の学会・研究会が延期・中止となるなど、総括として予定していた活動をほぼ実施す
ることができなかった。「地方と ESD の視点を強調した新しいエネルギー環境教育のプログラム」
については、現在の COVID-19 への感染予防対策などの状況を踏まえると、大幅な改良が必要に
なることが明らかになったが、現場での調査活動をすることが社会情勢上難しく、これを検証す
ることまでは至らなかった。 
 このような状況から、COVID-19 対応として掲げられた「新たな生活様式」の中での「エネル
ギー環境教育のプログラム」について検討を行った。特に Zoom などのビデオ会議システムなど、
インターネット（オンライン）を活用した形で、これまでに検討したプログラムの発展可能性に
ついて検討を重ねた。例えば、「地域の特産品をテーマとした地産地消に着目した「地方と ESD」
の視点を強調したエネルギー環境教育のプログラム」については、これまで同様に「桑茶」を題
材にレシピコンテストを限定的に実施した。特に現場に出て体験学習などをすることができな
い状況で、どのようにプログラム化を図るかを中心に検討を進め、一定の成果を得た。 
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